
   高知市社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービス等に係る利用者負担額軽減制度事業 

   費補助金交付要綱 

平成13年３月１日制定 

改正  平成17年10月１日  平成18年10月27日 

    平成18年11月１日  平成23年11月８日 

平成28年６月28日  令和７年12月５日 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人等が介護保険サービス等に係る利用者負担を軽減した場合に、当該社会福祉

法人等に対し補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象事業者」という。）は、高知市社会福祉法人等による生

計困難者等に対する介護保険サービス等に係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱（平成12年８月１日制定）

第10条の規定に基づき介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）の規定に基づくサービス及

び生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に基づく介護扶助による介護サービス（以下「介護保険サービ

ス等」という。）に係る利用者負担を軽減した社会福祉法人等とする。 

 （補助金の額等） 

第３条 補助金の額は、補助対象事業者が介護保険サービス等に係る利用者負担を軽減した総額から当該軽減を

行った介護保険サービス等に係る利用者負担を軽減しないとしたときの利用者負担の総額（以下「本来収入」

という。）に100分の１を乗じて得た額を控除した額に２分の１を乗じて得た額とする。ただし、法第8条第

22項に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（生活保護法第15条の２第１項第４号の施設介

護を含む。）及び法第８条第27項に規定する介護福祉施設サービス（生活保護法第15条の２第１項第４号の施

設介護を含む。）に係る利用者負担額について、軽減した総額が、本来収入の100分の10を超えるときは、そ

の超えた額を補助するものとする。 

２ 前項に規定する本来収入は、軽減を行った介護保険サービス等について、当該介護保険サービス等ごとに、

軽減が適用された日の属する月の初日から算定するものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は、所定の補助金交付申請書兼事業実績報告書に次に掲

げる書類を添えて、各年度の末日までに市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 社会福祉法人軽減市町村助成費請求明細書 

 ⑵ 利用者負担軽減実績簿 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、これを速やかに審査し、補助金の交付の可否を決定し、適当と認

めたときはその旨を所定の補助金交付決定通知書兼指令書により当該申請をした補助対象事業者に通知すると

ともに、補助金を交付する。 

２ 市長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 

 （補助金交付決定の取消し及び返還） 

第６条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象事業者（以下「補助事業者」とい

う。）が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ この要綱又は補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

 ⑵ 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているとき

は、期限を定めて、その返還を命じなければならない。 

 （調査等） 



第７条 市長は、補助事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、補助事業者に対し、書類の提出

若しくは報告を求め、又は必要な調査をすることができる。 

 （整備保管） 

第８条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証  

 拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業完了後５年間整備保管しなければならない。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成13年３月１日から施行し、平成12年５月１日から適用する。ただし、第３条第１項ただ

し書の規定は、平成13年１月１日以後に提供された介護保険サービスに係る利用者負担の減免について適用す

る。 

２ 第４条第１号に規定する補助金所要額調は、平成12年５月から平成12年 12月までは様式第２号により、平

成13年１月以後は様式第２号の２によるものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成17年 10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成18年 10月 27日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成18年 11月１日から施行し、平成18年７月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の適用の日前にこの要綱による改正前の高知市社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険 

 サービスに係る利用者負担軽減措置事業費補助金交付要綱の規定により交付決定を受けた補助金については、 

 なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成23年 11月８日から施行し、改正後の社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険

サービスに係る利用者負担額軽減措置事業費補助金交付要綱の規定は、平成23年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成 23年４月１日前に改正前の社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者

負担額軽減措置事業費補助金交付要綱の規定に基づき交付決定を受けた補助金については、なお従前の例によ

る。 

   附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成28年６月28日から施行し、この要綱による改正後の高知市社会福祉法人等による生計困難

者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業費補助金交付要綱の規定は、平成28年４月１

日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成 28年４月１日前にこの要綱による改正前の高知市社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保

険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業費補助金交付要綱の規定に基づき交付決定を受けた補助金につい

ては、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年12月５日から施行する。 

 （特例） 



２ この要綱は、この要綱の施行の日前に施行された本則各号（第７号除く。）に掲げる要綱の一部を改正する 

 要綱についても適用する。 

 


